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論 文 内 容 要 旨
本研究 はこっの主な 目的を果たすために構成 されて いる。第一の 目的 は組織学習(OL)の あ ら
ゆるプロセス及 び要因を明確にす ることである。第二の 目的 はOLに たい し顧客中心的経営(顧 客
志 向マネージメ ント:COM)ア プ ローチがいか に貢献す るかを理解す ることである。言 い換えれ
ば、実践的なCOMア プローチを使 ってOLを 評価することが第二 の目的である。 これ らの2っ の
目的を有する本研究 において我 々は新 しい概念、すなわち 「顧客中心的組織学習」 というコンセプ
トを提案す る。「顧客中心的組織学習」 は2っ の主なアプ ローチと して 「顧客ケア」 と 「顧客イ ン
テ リジェンス学習」か ら成 り立っ ことを提言する。 そのために本研究では、OAシ ステムの産業 と
住宅産業における企業6社 のケーススタデ ィを行 い、更 に、住宅企業のみを対象 に調査研究を行 っ
た。 これ らの研究結果 と文献 レビューを統合的に取 り扱 い、顧客 ケア及び顧客 インテ リジェンス学
習の枠組及びガイ ドラインを提案 し、COMア プ ローチがいかに組織学習 を促進す るか とい うこと
に焦点 をあて る。
第一 の目的を達成するために、第2章 で組織学習分野をあ らゆる方面か ら分析 し、新 たに独 自の
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定義 を得 ることができた。
組 織 学 習 の定 義:
組織学習 はビジネスシステムやプロセスの改善的及び改革的な変化 ・結果 ・競争優位を もた らす




ー人材(学 習者)マ ネー ジメ ン ト
ー変化 ・結果(チ ェンジ)マ ネー ジメン ト
要するに、第二章で は組織学習分野における多数の問題を克服す るために組織学習を定義す るとと
もに、OL分 野の主要な アプローチや概念を取 り入れ た新 しいOLモ デルを提案す る。 この新 しい
モデルの3つ の局面 を図解で示す。知識 マネー ジメ ント(KM)と 学習者 マネージメ ント(LM)
はOLモ デルの基本的なプロセスを形成 し、 チェンジマネージメン ト(CM)は 結果がそれ らのプ
ロセスとどのように関係を もっかとい うことを示す。
KMは 知識獲得 ・共有及 び転換に関連 してい る。本論文 ではデー タ ・情報(イ ンフォメーシ ョ
ン)や 知識の相互過程 を"知 識"と して総称 し(詳 細 にっいては第5章 参照)、 「知識 マネージメ ン
ト」 プロセスにおいて、知識が学習のユニッ トであることを提言する。
LMプ ロセスは、組織 の ヒューマ ンリソースが獲i得 ・共有 ・変換 された知識 に対 して どのような
認識や行動変化を引き起 こすか という点 に焦点をあてる。 また、本論文では、個々人 と集団が各々
組織学習 の手段であることを提言す る。 これ ら2っ のプロセスが 目指す結果 としてOLモ デルの3
番 目の局面が包含 される。能力の変化、 ビジネスプロセスの改善 ・改革、競争優位の取得 を指す。
そ して この最後の局面 を 「チェンジマネージメン ト」 と称す る。
新 しいモデルは知識(ユ ニ ッ ト)、学習者(手 段)、 そ して変更 一結果(出 来事)が 互いをどのよ
うに関連づ けているかを指摘す ることにより、組織学習を実行す る上で学習欠点を見い出す ことを
可能 にす る枠組を提言する。図1で は上述 した組織学習モデルの例 について説明 して いる。(図1:
「組織学習モデルと組織の階層」参照)
図1で は学習す る 「場」 を 「外部学習の場」及び 「内部学習の場」の2っ に分類す る。「外部学
習の場」であるマーケッ ト、顧客、競争相手、業界団体、協力会社及び他 の外部 ネッ トワークは外
部的なOL機 会 と して挙 げ られる。 内部 のOLは 、社 内における個人、部門内、部門間、役職等 と
様々なセクシ ョン間の相互作用を通 して実行 されるOLを 提示す る。 また図1で は外部の組織活動
(販売 マーケティングに重点をお く活動)を 内部の組織活動(エ ンジニア リングに重点 をお く活動)
と区別 し、組織学習がそれぞれに異 なるプ ロセスを経て行われ ることを提示す る。
このモデルは、二っの役割を持っ。第一 に、組織学習の意味、内容及び コアプロセスについて明
らかにす る。第二 に、組織学習を管理す るための枠組を提示す る。本 モデルは、組織学習分野の複
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雑 さや多 様性 の克服 に貢 献 す る。 しか し、 本 モデ ルの弱 点 と して、組 織学 習 の評価 、測 定 の ため の
実用 的 な アプ ローチ、 ツールを必 要 とす る こ とが挙 げ られ る。
その 解決 策 と して、 本研 究 の第 二 の 目的 で あ る 「OLへ の顧 客 中心 的経 営(COM)ア プ ロー チ
の貢献 を理 解 す る」、言 い換 え れば、 「実践 的なCOMア プ ローチ を使 ったOLの 実 在 を評価 す る」
とい う目的 の ため に、COMの 実 用 的 な管 理 アプ ローチ、 す な わ ちTotalQualityManagement
(TQM)・CustomerRelatlonshipManagement(CRM)とOLと の相 互 関係 を研 究 す る。
第3章 で は文 献 レビューや ケー スス タデ ィ(ゼ ロ ック ス と富士 ゼ ロ ックスのTQM実 践)に よ る
TQMとOLの 相 互 関係 を解 析 す る。 第4章 で は顧 客 関係 管理(CRM)に っ いて文献 レ ビュー し、
そ の結 果 にっ いて更 に第6章 と第7章 で行 った記 述 的 な研 究 、及 び第7章 にお け る実証 研究(サ ー
ベ イ研 究)の 成果 と合 わせて統合 的 に考 察 し、 「顧客 中心型 組織 学習」 を明確 にす る二 っ の アプ ロー
チを提 案 す る。
二 っ の アプ ロー チ は互 い に緊 密 に連携 し、COMが いか に組 織学 習 に貢献 す るか を明確 に し、 ま
た、組 織 が顧客 か らいか に学 習す べ きかを 明確 に評価 す るため に不 可 欠 な ッール で あ る。第 一 の ア
図1組 織学習モデルと組織学習の階層
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ブローチは 「顧客 イ ンテ リジェ ンス学習」(CIL)、2っ めは 「顧客 ケア」(CC)で ある。第5章 と
第8章 ではさらに これ らのアプ ローチの実践的な フレームワークやガイ ドライ ンを明 らかにする。
CCは 顧客 と長期 間にわたる関係性 やパー トナー シップを組む ことによる顧客の ビジネスにたい
す る要望やその解決策 を明確 にす ることにより、顧客 との相互 ベネフィッ トを創造す るプ ロセスを
指す。顧客ケア(CC)は 顧客知識を得 る方法である。CCは 主 に次 の要素を包含す る。
1.顧 客全体 を、企業 自身における価値により区別 し、区分 した顧客を各々個人 として更に区分す
ることにより、顧客毎に営業 ・戦略(ケ ア戦略)を 発展 させ ること
2.顧 客の問題 について、価値供給元(企 業 自体)と 顧客 自身 の双方の認識 を高あるために顧客 と
の信頼関係 を保持す ること
3.問 題を解決 する方向を見出 し、顧客 の学習能力 とコンビタンスを発展 させ ること
CILは 顧客を中心 とす るOLモ デルであ り、特 に顧客 のデーターインフォメー ションー知識がい
かにイ ンテ リジェンスに進行するか とい うことを提示す る。っまり、イ ンテ リジェンスは顧客知識
を獲得 し、利用することにより企業 自己改革 あるいは発展 をはか ることによ り顧客 によりよいサー
ビスや商品をフィー ドバ ック してい くことを意味す る。言 い換 えれば、顧客知識を重要視 し習得す
る価値創造 の許容 ・能力を表す。
CILは 顧客 との接触か ら得 る知識 を重視する。顧客 は企業価値を定義 し、 ビジネスの成功 ・失敗
を決ある立場を有す る。 したが って顧客知識 は従来的なビジネス要素 とともに戦略的な競争優位要
素 の一っになる。
本論文 の第5章 ではCILとCCに っ いて詳 しく述 べ、 それぞれのデー タ ・情報 ・知識 ・イ ンテ
リジェンス ・ノウホワイ(Know-why)・ ノウハ ウ ・学習 ・顧客価値及 び補足的なプロセスを明確
に し、 また、それ らの相互関係 にっいて論述 し、顧客 イ ンテ リジェンス学習 モデルを提案す る。第
5章 で は営業部門が顧客 イ ンテ リジェンスを生成するために特別 な役割 を果たす と仮定する。
CII.は 次のプロセスを明確 にす る(表1参 照):
・顧客知識 をどのように獲得 し、そ して共有す るか
・顧客か ら習得 し共有化 された知識がその知識を取 り扱 う人材、例えばフロント・ライン ・トゥルー
プス(Front-Line-Troops:顧 客 と直接接触のある従業員、例えば営業担当者)の 認識(ノ ウホ
ワイ)や 行動(ノ ウハ ウ)に いかに反応 し促進す るか
・顧客知識が組織の人材 を通 じて どのよ うに付加価値や結果に反映されるか。
第6章 と第7章 で はCILとCCの 実行 に焦点を当てる。第6章 で はオフィスオー トメー ション
(OA)シ ステムの産業(富 士 ゼ ロックス、 ゼロックス、IBM、 キ ャノ ン)の ケーススタデ ィを と
りあげる。第7章 では住宅産業 に焦点をあて、「東 日本ハ ウス」 と 「スモ リの家」のケーススタディ
をとりあげる。 さ らに第7章 では住宅産業企業を対象 に行 った調査研究 の結果を提出す る。 これ ら
の2つ の産業を選択 した理由 として、両方の産業が顧客関係性 マネージメ ントの先駆者であること
が挙げ られる。顧客 ケアにおいては2つ のケア形式 に分類 されるが、生産者 を対象 にした顧客 ケア
や顧客関係性マネージメ ント(ビ ジネス対 ビジネス)に おいては 「OAシ ステム産業」が、また消
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費者 を対象 にした顧客 ケアや顧客関係性マネー ジメント(顧 客対 ビジネス)で は 「住宅産業」が代
表 となる。本論文で はケーススタディを通 して顧客 ケアの各 々について明かに した。
第8章 ・結論ではCILやCCの 実践 的なガイ ドライ ンを示 し、本研究全体 が次 の研究課題 に対
応できることを強調する:
・組織学習の定義 によって統合的かっ包括的な組織学習 モデルを提唱 し、 そのモデルを競争優位に
いかに生かせ るかを提示 した。
・顧客中心 的経営(COM)ア プローチ とOLと の相互関係 に注 目 し、 それ らがOL評 価 の対象 と
なるとい うことを見い出 した。COMア プローチが組織 の学習能力 にどのような影響 を与えるか
を指定す るために 「顧客中心型組織学習」 を二っのアプローチ 「CIL」 と 「CC」 に分解 し、 そ
れぞれがOLを いかに促進するかを明確 に した。
・顧客か ら得 た知識をいかにイ ンテ リジェンス ・価値 に生 かせるかを明 らかにす る新 しいアプロー
チを提言 した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、独 自の組織学習 モデルを構築するとともに、顧客志向経営 アプローチが、 どのように
組織学習 に貢献するのかを、 オフィス ・オー トメーションと住宅の2つ の産業 における事例研究 を
中心 に、明 らかに しようと した ものである。
まず、第2章 においては、近年注 目されている組織学習の概念について レビュー し、 それに基づ
いて独 自の組織学習モデルを提起する。組織学習 を促進する方法には多様な ものがあるが、第3章
で は特に総合的品質管理(TQM)と 組織学習との関連が考察 され る。
組織学習 を促進す るもうひとっの経営手法 と して、近年特 に注 目されてい るのが顧客関係管理
(CRM)の 概念であ り、第4章 ではこの概念 にっいて包括的な レビューが行われる。 この レビュー
を通 して、第5章 では 「顧客 インテ リジェンス学習」 と 「顧客 ケア」 という2っ のキー概念が提示
される。前者 は、顧客を中心 とした組織学習 モデルで あり、後者 は、顧客知識を獲得す る方法に関
わ っている。
第6章 と第7章 では、 この2っ のキー概念 に焦点を当てた事例研究 とサーベイ調査が、それぞれ
オフィス ・オー トメーションと注文住宅の2っ の産業 にっいて行われている。2つ の産業の詳細な
比較事例研究を通 して、顧客関係管理による組織学習 メカニズムの異同が明 らかにされている。
最後に、第8章 と結論では前記の2っ のキー概念 の実践的なガイ ドライ ンを示す とともに、顧客
関係管理の手法が、いかに顧客を中心 とした組織学習 に貢献す ることがで きるのか についての結論
を まとめている。
本論文 は、顧客関係を通 した企業 の組織学習ない し知識創造 という、最近の経営戦略論 の重要な
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テーマに真正面か ら取 り組んだ労作であ り、包括 的な文献 レビューの中か ら著者独 自の組織学習 モ
デルを構築 している。 また、モデルを検証す るたあの実証研究 も、特 に事例研究にっいて は詳細 な
内容であり、企業 の実態に迫 るもの とな ってい る。 もっとも、研究の しかたが記述的であるために、
具体的に情報技術などを利用 して、 いかに顧客関係管理を実施 していくべきかの方法論については、
なお課題が残 されているといえる。 しか し、 これは今後の課題であって、本論文の価値を損 うもの
ではけっしてない。
よって、本論文 は博士論文 として合格 と判定する。
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